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         独立行政法人・国立女性教育会館の単独存続を求める申し入れ書 

 

 私たちは、今回、独立行政法人改革の有識者会議から提言された、独立行政法人・国立女性教育会

館と国立青少年教育振興機構との統合縮小案は、男女平等政策の後退であると強く危惧しています。 

 独立行政法人・国立女性教育会館は創立以来３０年、男女平等社会の実現に向けて、全国各地の女

性たちの活動拠点として重要な役割を担ってきました。また国際的にも、日本の女性差別撤廃の中核

機関として高く評価されています。 

 今回の独立行政法人改革は、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律

（平成１８年法律第４７号）」によるもので、第２節「独立行政法人の見直し」第１５条（国の歳出

の縮減を図る見地からの見直し）では「・・・・これらの独立行政法人に対する国の歳出の縮減を図

る見地から、その組織及び業務の在り方並びにこれに影響を及ぼす国の施策の在り方について併せて

検討を行い、その結果に基づき、必要な措置を講ずるものとする。」とされています。 

 「独立行政法人国立女性教育会館法」は、第３条(目的）として「独立行政法人国立女性教育会館

は、女性教育指導者その他の女性教育関係者に対する研修、女性教育に関する専門的な調査及び研究

等を行うことにより、女性教育の振興を図り、もって男女共同参画社会の形成の促進に資することを

目的とする」と定めています。同法の目的を達成するために、国立女性教育会館は、研修、研究、紀

要作成などを行い、特に全国の女性の人材を育成し、男女平等施策の推進に大きな役割を果たしてき

ました。 

 また、男女共同参画社会基本法は、第８条に（国の責務）として、「国は、男女共同参画社会の形

成についての基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を

含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。」と定めています。 

 今回の、国立女性教育会館の統合縮小案は、同法の趣旨に反して、国の責務を放棄し、男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策を決定的に後退させるものです。 

 いま全国の地方自治体は、同法第９条（地方公共団体の責務）を果たすために、男女平等政策を推

進しているところです。今回の統合縮小案は法の趣旨に反し、国の施策を後退させるばかりでなく、

自治体における男女平等政策に大きな悪影響を与えるものです。 

 今回の改革案は、目的も役割も違う国立女性教育会館と国立青少年教育振興機構を、国の施策とし

て真に必要であるかないかを見極めず、「国の歳出の縮減を図る見地」からのみ、「おんな・こども」

を一まとめにし、弱く小さいところを不要と切り捨てるもので、とうてい容認できません。 

 よって、私たちは、独立行政法人・国立女性教育会館と国立青少年教育振興機構との統合縮小案に

反対し、国立女性教育会館の単独での存続を強く求めます。 

 なお、男女共同参画に関する施策はほんらい内閣府の所管であり、福田首相におかれましては、所

信表明演説で「男女共同参画社会の実現に取り組む」と明言された施策を後退させることのないよう、

あわせて申し入れます。                             
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